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平成２３年度 事業報告 

平成２３年度は、３月に発生した東日本大震災を境に政治・経済に加え、様々なこ

とが一変した１年でありました。  

政府は、ようやく復興庁を発足し早期復興に努めておりますが、現在もなお多くの

方々が仮設住宅・避難所生活を余儀なくされており、完全な復興はまだほど遠い状況

です。国内経済においては、長引くデフレ、欧州の経済危機や円高の長期化など内外

の不安要因によりまだまだ予断を許さない状況が続いております。  

不動産業界においては、本格的な人口減少社会の到来により、新築着工件数は３年

連続100 万戸に届かず、地価公示も４年連続で下落するなど、厳しい環境が続いてお

ります。  

当協議会は公益法人制度改革に伴い、一般社団法人を選択し、本年１月に移行認可

申請を行い、３月１９日に北海道知事の認可を受けて４月１日より一般社団法人とし

てスタ－トいたしました。  

平成２３年度においても当協議会は、不動産業界の信用力アップと一般消費者に対

する利益保護に寄与するため、規約の周知徹底と事前相談を積極的に受け付け、違反

広告の未然防止に向けて各種事業を遂行いたしました。  

 

以下、各事業活動について報告いたします。  

 

１．研 修 事 業  

 

(1) 全国会議への参加  

公正競争規約の全国統一的な運用を図ることを目的に、毎年定期的に開催される「全

国不動産公正取引協議会連合会幹事会」（平成２３年度は７月７日・８日東京都で開催）

に出席して、情報の交換及び表示規約の変更（案）の検討並びに、公正競争規約運用上

の諸問題等について検討・研鑚を行いました。  

 

(2) 「不動産公正取引協議会連合会第９回通常総会」の開催  

平成２３年１１月１１日（金）徳島市ホテルクレメント徳島において、不動産公正取

引協議会連合会第９回通常総会が開催され、全国から関係官庁、関係団体、来賓をはじ

め１００名ほどの出席者のもと、議案も滞りなく承認され、午後５時終了いたしました。  

当協議会からは豊田会長、細井副会長が出席されました。  

引続き懇親会が開催され盛会のうちに終了しました。 

  

(3) 一般社団法人への移行について  

当協議会は、公益法人改革に伴い一般社団法人へ移行することとし、北海道知事より

移行認可を受け、平成２４年度から一般社団法人としてスタートしました。  
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２．相 談 事 業  

 

(1) 広告の事前相談業務の拡充  

会員事業者、賛助会員等からの広告の制作に係る事前相談等への積極的な対応を図

り、公正競争規約違反の未然防止と広告表示の適正化の推進に努めました。  

平成２３年度における相談の主な内容とその件数は、次のとおりです。  

 

・相 談 件 数  
(件) 

 今年度（前年度） 表示関係 景品関係 増 減 

来所相談  ７０（１１１） ６３  ７ △４１

電話相談 ２５９（３８３） ２２５ ３４ △１２４

合  計 ３２９（４５９） ２８８ ４１ △１６５

※ 一般消費者からの相談６件及び関係官庁並びに構成団体相談所の 

相談５件の計１１件を含む。  

 

・相談の主な内容  

(件) 

相  談  内  容 今年度 前年比 

広告開始時期、予告広告  １４ △２７

建築条件付宅地の表示方法  ２５ △４

公的融資等住宅ローンの表示   ２ １

価格表示（含む、二重価格表示、値引き表示、消費税等）  ３４ １８

特定用語、必要表示事項、品質等優良性強調、インターネ

ットの必要表示事項、入札、アンケート、看板等々 
１９９ △１３２

景品類の価格の算定、提供できる景品の上限など景品類の

提供やオープン懸賞 
 ４１ △２６

そ の 他  １４ ５

合      計 ３２９ △１６５

 

(2) 構成団体の相談所の協力依頼  

構成団体（その地方支部を含む）の相談所の協力を得て、４件の広告の相談業務を

行い、公正競争規約違反の未然防止と広告表示の適正化を図りました。 
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３．広報活動事業  

 

(1) 「不動産の公正競争規約」及び「不動産広告ハンドブック」の配布（販売）  

「不動産の公正競争規約」及び「不動産広告ハンドブック」を関係官庁及び賛助会

員等へ都度配布並びに購入希望者へ販売しました。  

 

(2) 「不動産広告あらかると」の配布  

「不動産広告あらかると」を研修資料として加盟事業者へ都度配布しました。 

  

(3) 構成団体広報誌及び業界紙への記事掲載依頼  

「宅建ほっかいどう」「全日ほっかいどう」「住宅産業新聞」などへ、「不動産の

表示に関する公正競争規約及び同施行規則の変更」に関する情報を提供し、記事掲載

を依頼しました。  

 

４．調査指導普及事業  

 

(1) 不動産広告の収集・調査及び公正競争規約違反の是正指導・措置  

不動産広告の適正化を推進すると共に、過大な景品類の提供を防止し、公正な取引

を確保するため、各種の不動産広告を収集して審査し、公正競争規約に違反する行為

を行った会員事業者に対しては、所要の措置を講じ、改善指導に努めました。  

平成２３年度における広告収集調査件数及び事件処理件数は、次のとおりです。 

 

＜平成２３年度広告収集調査件数＞ 

媒       体 収 集 調 査 件 数（前年比増減）

  

新聞記事下広告案内 

 

新聞折込チラシ 

  

 

５，１３２（△３３１）

 

３，１６５（△２０７）

 

合       計 ８，２９７（△５３８）

 

＜平成２３年度事件処理件数＞ 

措置内容 措 置 事 業 者 数 

  表示規約 景品規約 計（前年比増減） 

事務局注意 ６ １ ７（△１４）

注 意 ０ ０  ０ 

警 告 ０ ０ ０ 

厳 重 注 意 ０ ０ ０ 

違約金課徴 ０ ０ ０ 

合  計 ６ １    ７(△１４) 
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上記措置に至った違反の内容は、①建築条件付宅地分譲広告での建築条件内容の不

表示（１件）、②二重価格表示（１件）、③特定用語の使用や必要表示事項の欠落等

（３件）、④優良誤認（１件）、景品限度額の誤認（１件）であり、指導を主眼とし

た事務局注意とし、事案処理の効率化を図りました。 

 

(2) 関係行政庁及び構成団体からの移送事案の処置  

道庁・各支庁、構成団体等から、会員事業者の違反広告に対する調査指導の要請を

受けた事案（６件）については、所要の調査を実施して是正指導を行い、その結果を

報告しました。  

 

(3) 各地区の調査員との密なる連係による調査の円滑推進  

構成団体に所属する会員の中から選任（平成２２年６月改選）の、各地区の公正競

争規約調査員との連係を密にし、規約違反被疑広告の収集・調査の円滑推進を図りま

した。  

 

(4) 広告物収集体制の拡充  

広告物を可能の限り多くの地域から収集するため、札幌市内主要地域に広告物収集

協力員４名を設置し、その収集に努めました。  

 

(5) 関係官公庁等との連携強化  

不動産広告の適正化及び不動産業における取引の公正を確保するため、消費者庁表

示対策課並びに道内の景品表示法・宅建業法所管の官庁をはじめ、不動産公正取引協

議会連合会及び他地区の不動産公正取引協議会及び社団法人全国公正取引協議会連

合会との連絡を密にして、業務の円滑な遂行を図りました。 


